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東京理科大学のリカレント事業
～ デジタル人材育成の事例紹介 ～

東京理科大学 オープンカレッジ
（東京理科大学 経営企画部 次長 小原正之）

2024年3月16日-19日 労働政策フォーラム／大学等の質保証人材育成セミナー「キャリア形成に寄与する学び直し・リカレント教育」配布資料
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東京理科大学の社会人教育

理学部第二部（夜間学部）

工学部 建築学科（夜間社会人コース）

経営学研究科技術経営専攻 MOT（専門職大学院）

理学部第二部 履修証明プログラム
SAS認定コース、データサイエンスコース、数理情報コース、統計学入門コース

数理モデリングコース、数学リテラシーコース、微分幾何入門コース

オープンカレッジ

DX時代を先導するハイブリッド人材のための
“リスキル×アドオン”プログラム

各部門が実施するカスタマイズプログラム
事例：データサイエンスセンターによる教育プログラム

リスキリング的要素

リカレント的要素

・
・
・

本
日
の
事
例
紹
介
範
囲
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デジタル競争力の現状

スイスの国際経営開発研究所 (IMD) の調査

では、2023年の日本のデジタル競争力は

世界32位

2020年 27位、2021年 28位、 2022年29位

につづき、過去最低。

日本の項目別ランキングは、

技術的枠組みが7位で健闘。科学的知見が15位、

ITインテグレーションが16位。

一方、ビジネスの敏捷性が56位、人材が49位、

規制フレームワークが50位と大幅に足を

引っ張っている。

IMD World Competitiveness Center(2023/10)
World Digital Competitiveness Ranking

表から消えてしまった・・・
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DXにおける取組状況

コロナ禍やそれ以前からの社会構造の大きな

転換により、DX分野（AI、ロボティクス、

IoT、ブロックチェーン、仮想現実（VR）/ 

拡張現実（AR）など）のデジタル技術の応用

と、それによる事業の立て直しが日本企業に

おいては急務となっているにも関わらず、多

くの日本企業はその対応において大きく立ち

遅れている。

一方で日本企業は高付加価値・高効率、そし

て日本的文化に根差した強さを持っており、

世界の中でも長寿企業が多いこと等にも表れ

ているが、「DX」という言葉が独り歩きし、

この日本ならではの強みがうまく活かされて

せず、ただデジタル化に焦点が当たってし

まっているのではないか？ JEITA、日米企業の DX に関する調査結果(2021/1)
民間企業の情報システム部門以外に在籍している
マネージャーおよび経営幹部を対象
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様々な企業とのヒアリングを通じて分かったこと。
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デジタルガバナンス・コード2.0（旧 DX推進ガイドライン）での定義

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、

業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性

を確立すること。

ビジネス環境の
激しい変化に対応

DXとは？

デジタルを活用して新しいビジネスモデルを確立する
デジタル技術を利用する、ということではない

業務だけでなく
組織・プロセス・
企業文化・風土

を変革

デジタルを活用

ネット・リアル両面で
顧客経験の変革

製品・サービス等の
ビジネスモデルで

競争上の
優位性を確立
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DXとは？

Digitization

Digitalization

Digital transformation /DX

アナログデータから
デジタルデータに
置き換える

特定のプロセスの効率化
のためにデジタルツールを
取り入れる

デジタル技術の活用による
新たな商品・サービスの
提供や新たなビジネスモデル
の開発から、
制度や組織文化なども変革
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IT人材

ITの活用や情報システムの導入を企画、推進、運用する人材

デジタル人材

・最先端のテクノロジーを活用して、自社や顧客に価値提供できる人材

・最新のデジタル技術を活用して、企業に新たな価値を生み出す人材

（2016年 中小企業庁資料より）

（デジキャリア サイトより）

（PASONA TECH サイトより）

最新・最先端の
テクノロジー

新たな価値提供

ではそのDXに関わる人材とは

キーワードは

教育機関として、様々な企業とのヒアリングにおいて分かったことは・・・
求められているのは、画一的な人材ではない。「各分野・領域」「各役職・役割・レイヤー」

で学ぶべき内容は異なる。

だが、
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遅れがさらに

遅れを生み出す

負のスパイラル

・DXの遅れ

・国外製主導の

IoT技術利用

日本ならではの

強みがうまく

活かされない

この立て直しが先導

できる人材の養成が急務。

そのためには・・・

受け身のDXではなく、

「日本の強みを活かし

つつ」能動的な攻め

ができるDX人材で

なければならない。

D(Digital)X(X-formation)

トランスフォーメーションの部分に、「日本ならではの変革の意義」
「世界をリードする機会」が埋もれているはず。

質の良さ おもてなし(サービス)

完璧主義

コスト・時間感覚

長期的視野 考え抜く力 調整力
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D(Digital)X(X-formation)

トランスフォーメーションの部分に、「日本ならではの変革の意義」
「世界をリードする機会」が埋もれているはず。

質の良さ おもてなし(サービス)

完璧主義

コスト・時間感覚

長期的視野 考え抜く力 調整力

DXで大事なこと

2021年、2022年とDX人材育成プログラムを実施して分かったこと。デジタルのDに焦

点があたりがちだが・・・

優秀な方はXの視点を強く持っている。

つまりトランスフォーメーションを起こす力が必要で、「欧米の主要IT企業やプラット

フォームの単純利用によらないDX、つまり日本ならではのDXができる中核人材」のた

めには、デジタルスキルともに、

・未来への想像力 ・変化を恐れず新しいものを生み出す発想力

・柔軟な対応力 ・前へ前へ進むエネルギー

・周囲を巻き込む力 ・困難を打破する突破力

が必要なのではないか。
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デジタル人材育成が必要な範囲

2022/12の経産省「デジタルスキル標準」で 「DX推進スキル標準 - 人材類型の定義」

が示され、DXを推進する主な人材として5つの人材類型が定義されている。

2022/12の経産省「デジタルスキル標準」
に示されている図
（経済産業省HPより）
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経済産業省「デジタル時代の人材政策に関する検討会」より

国家としても力をいれるデジタル人材の育成のためには、継続的に学び続けられる環境が必要不可欠

デジタル人材不足とは

国も企業もデジタル人材不足解消に向けて動いている

ハイエンド
（ハイパフォーマー）

ミドルスキル
（中間層）
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DXの人材はどんな層を育成すればいいのか

・優秀な人たちだけを育成してもダメ・・・

でも「デジタルって便利」「デジタルってすごい」という見本を見せてくれる先頭集団を育てることも重要。

デジタルを理解した中間層が厚みをもって、推進しないと、コアメンバーがいなくなった時に事業推進できない。

・中間層ばかり育成してもダメ・・・

本当に新しいイノベーションは先頭集団が生み出す可能性が高いのも確か。

ハイエンド
（ハイパフォーマー）
向けの教育も大事

ミドルスキル
（パイパフォーマー・中間層含む全体層）

向けの教育も大事

パフォーマンス

社員人数

バランスが大事です。
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ハイエンド
（ハイパフォーマー）

60～100時間の体系だったプログラム

ミドルスキル
（パイパフォーマー・中間層含む全体向け）

1.5～10時間程度のアラカルト的メニュー

リスキリング的要素

リカレント的要素
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今までのキャリアをリセットしスキル転換を図るという文脈でのスキル獲得だけでなく、すでに自身
が持っている能力・ノウハウをベースに新たな価値を追加するという意味での「アドオン」をプログ
ラムのもう一つの考え方の柱とする。

必修講座で学ぶ基盤的な知識と、選択講座で学ぶ応用的な知識を同時に学ぶことができるプログラム
構成とすることで“ハイブリッド型の学び”を提供し、それにより、これまで各個人が持っていた「こ
れまでの就業で獲得している知識・スキル」に、 「DX時代に対応するデジタル知識・スキル」を掛
け合わせていくことのできる“ハイブリッド型の人材”としてのビジネスパーソンを育成する。

先導的な人材を育成するプログラム（60～80時間）

本プログラムの受講を修了することで、「業務を分かってアイデアを出す」「デジタル技術で何がで
きるか」という両方の側面を持ち合わせ、Society5.0時代において能動的に社内外でのデジタル革新
を推し進めていくことができる人材となることを目指す。
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【
必
修
①
】
プ
ロ
グ
ラ
ム
導
入
講
座

【
必
修
②
】
中
間
振
り
返
り

【
必
修
③
】
最
終
振
り
返
り

DX×地域観光

DX×地域ものづくり
DX×ヒト領域

データビジネス

機械学習

トレンド技術

統計分析

DX概念

新規ビジネス創造コース

データサイエンス

IoT新技術

データサイエンスコース

その他、周辺領域分野の学び

就業支援プログラム
（非就業者が一定数
以上いた場合）

データ
戦略

【必修講座②】コア科目

日経ビジネススクール連携講座
「ビジネスに活かすDX・データサイエンス」

DX＆データサイエンスの概念や事例に
ついて学ぶ

ビッグデータ

計算ソフト ニュースリテラシープロジェクトマネジメント ロジカルシンキング

デジタル契約 自律型組織 ビジネス立ち上げ システムデザイン など

など多様な選択科目

コース
科目

※イメージ図であり、個別のプログラムの順序や具体の科目名は異なる。

職場見学、PBL等の
実践的な学び

就業・転職支援

学びのニーズに合わせた各科目

東京理科大学が取り組んできたリカレント教育プログラムをベースに、
今回のプログラムに必要な内容としてアラカルト部分の各講座を設計

データ
マーケティング

デザイン思考 アート思考 思考習慣

顧客価値 バックキャスト思考 顧客インサイト

確率・統計 行動経済学 データマーケティング

D

X
イノベーション思考アプローチ →

バックキャスティングアプローチ→

データドリブンアプローチ →

日経BSとの連携
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20令和２年度「就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業（就職・転職支援のためのリカレント教育プログラムの開発・実施）」企画提案書（a：求職支援）(P20)

【ビジネス講座カリキュラムの特徴】
経営理念・志・戦略全般や思考的要素を学ぶ「ベース領域」、経営資源
である「ヒト領域」「モノ・コト領域」「カネ領域」に加え、理科大な
らではの「情報領域(デジタル)」、また、ビジネスパーソンとしての各
種スキルを身につけ、知識・教養を体系的に理解することができる「ス
キル・ブラッシュアップ領域」が6本柱となる領域である。

▲オープンカレッジビジネス講座
リーフレット
2023年度は318講座を開講

いずれの領域でも、経営者層・事業責任者層、管理職層、リーダー層、専門職、社会人一般向け
にそれぞれ講座を分類している。

広く色々なことを学べるプログラム（1.5～10時間）
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を読む。会社の数字を知る。
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ネスモデル
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AI倫理の本質 ほか
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